






























































































































































ながら、都市計画法第 29 条や同 34 条に代表される開発許可の除外規定や道路整備が小規模



















































米国の成長管理 (Growth Mangemnt) では、生活質や長期的な経済効率の点から従来
の「大きければ大きいほどよしリから適度な規模(総量)と開発速度等を管理していくこと























































































第 2 章 主に地方における土地利用の現状と課題


























第 6 章 施策への展望についての考察
















(3) 工業統計調査によると従業者数30 人以上の工業用地も 196 年(平成 8年)の約 1，480knf をピークに204 年(平成 16
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2-2 ー 2 研究の方法
( 1 )分析対象地域
本節では分析対象として岐阜県美濃市をとりあげる。美濃市は地方中心都市である岐阜市
の北東にあり、中京都市圏の外縁に位置する。人口は約 24 ，0 人で、居住者の自市内通勤率
は 64.3% (平成 12 年国勢調査)と比較的独立した交流圏を形成している。岡市は昭和 29 年
の市政施行以来、世帯数は増加しているが、人口はほぼ一貫して減少している(1) 。また「美





































「大矢田」地区、山間部の「洲原J r上牧J r下牧J の計 7 地区からなる。なお本節の分析



















昭和 30 年 35 年 40 年 45 年 50 年 5 年 60 年平成2年 7年 12 年
図 2-2 地区別人口と全世帯数の推移
国勢調査(平成 12 年)の通勤・通学での利用交通手段は、自動車が 73.8% 、徒歩: 8.2% 、自
転車: 8.5% である。また自動車保有率も一貫して増加しており、平成 18 年で 2.62( 台/世帯)
となっていることから、自動車の依存が高い都市であることがわかる。
美濃市の土地利用の地目をみると、農用地の減少と宅地の増加が一貫して続いており、例




昭和 29 年から平成 18 年までの住民基本台帳ベースでの地区別の人口密度と世帯密度の推
移を図 2-3 に示す。
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美濃地区が人口密度と世帯密度とで異なる時系列変化を示しているのは独居化など世帯あた
りの構成人員の減少によるものと考えられる。なお美濃市全域の高齢化率(国勢調査)は昭和
5 年までは 12.9% であったが、平成 12 年には 23.2% へと上昇している。
国勢調査による美濃市の DID 地区の推移を表 2-1 に示す。
表 2-1 DID 地区の推移
人口(人) 面積 (ha) 人口密度(人 /ha)
昭和 40 年 (1965) 7，132 10 65 
昭和 45 年 (1970) 7，249 10 6 
昭和 50 年 (1975) 9，07 180 50 
昭和 5 年 (1980) 8，106 150 54 
昭和 60 年 (1985) 7，734 170 45 
平成 2 年 (190) 7，093 160 4 
平成 7 年 (195) 6，484 140 46 
平成 12 年 (200) 6.097 138 4 
DID 地区は昭和 50 年をピークに面積が縮小し、 DID 内人口密度も昭和 45 年より減少して
いることから、中心市街地が縮小していることがわかる。
次に用途地域内の土地利用を表 2- に示す。用途地域の指定範囲は昭和 49 年の制定以来こ
れまでに 4 回の改訂を経ており、いずれも縮小している (2) 。これは当初指定が山林を多く含
んでおり、ゴルフ場開発とあわせて山林を指定解除していることによる。また国道等のバイ
パス整備に伴い住宅系用途を近隣商業地域、工業団地開発による工業地域へ指定替えしてい




なお容積率は、工業地域と美濃市中心部の商業地域で 40% である以外は 20% となってい
る。用途地域として指定されている面積は 675.9ha であり、各容積率との積から単純に最大
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15 年に減少に転じている。また「空き屋J は昭和 58 年では 7.3%で、あったものが平成 15 年
で 12.7% になっている。次に住宅・土地統計調査の平成 15 年値を用いて現況を把握する。表
2-3 より「居住あり」において一戸建てが 8% を占めており、中高層住宅が少ない。またデ
ータの詳細は省略するが、敷地面積が 50 rrl 未満の住宅が全体の 6割未満を占めていた。
表 2-3 住宅の概況(平成 15 年) 単位:戸
計
賃貸等
8，180 I 7，02 I 6，180 I 80 I 740 I 720 I 30 I 1，04 I 290 
※共同住宅の内訳は階数
また「空き家J から「賃貸J r売却J の中古住宅を除いた「空き家(その他) J が 750 と
市全体の 9% を占めていた。同調査の岐阜県平均では「空き屋」の占める率が全体に対して
13.2% 、 「空き家(その他) J のそれは約 4% となっていて、美濃市の「空き家(その他) J 
が多く、住宅需要に対して供給がやや過剰であるとも解釈できる (3) 。
(5 )商業立地
美濃市の商業立地動向は、庖舗数が昭和 41 年の 470 をピークに平成 14 年には 296 まで減
少する一方で、売場面積は平成 14 年に 26 ，21 rrl と一貫して増加している(4) 。また年間小売販
売額は平成 6年をピークに下落傾向にあり、平成 14 年は約 160 億円となっている。
人口(人).小売販売額(億円).庖舗数
30 .5 03 人
間 7 S~拘 841 S4~ S41 S47 54 !l S51 Sfi4 S57 SRO SA3 H3 HR H9 H1 H14 
図 2-5 美濃市の短期ベースでの推移(庖舗数・販売額)
この様子を図 2-6 に示すように商業統計の実施年間での小売販売額(万円/人)の増減と商居
数(1 千人)の増減を散布図に描くことで捉え直してみよう。昭和 40 年頃までは庇舗数と売上げ
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住地人口のうち自市外での従業・通勤者の率をみると昭和 40 年で 8.4%だ、ったものが、平成
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1965( 昭和 40) 年から 20( 平成 12) 年までの実数値より、年次 tを変数とする「世帯あたり
住宅敷地面積(A th)J を単純回帰より求めた。なお 1980( 昭和 5) 年の値は異常値として、こ
れを外した(9) 。式は
Ar= 1. 376 t - 2317 .2 (決定係数 R 2 =0.57)
となった。この式より 203( 平成 42) 年までの予測値を求め、他の指標とまとめて表 2-4 に示
す(10) 。
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このことから 203 年には 20 年と比べて人口が 71. 4% に、世帯数は 80.9% に減少してい
る。世帯当たりの住宅用宅地面積は拡大傾向にあるものの、住宅用宅地面積は 20 年の 316ha













昭和 40 年 (1965)
昭和 45 年 (1970)
昭和 50 年 (1975)
実 昭和 5 年 (1980)
昭和 60 年 (1985)
数 平成 2 年 (190)
平成 7 年 (195)
平成 12 年 (200)
平成 17 年 (205)
4量 平成 2 年 (2010)
計 平成 27 年 (2015)
値 平成 32 年 (2020)
平成 37 年 (2025)




1980 190 20 201 20 
図 2-8 世帯数，住宅地面積の推移と予測
表 2-4 住宅地面積の予測
人口 世帯数 世帯人員 住宅地面積
(ha) 
26 ，846 5，87 4.6 214 
26 ，421 6，13 4.3 245 
26 ，791 6，498 4.1 278 
26 ，825 6，712 4.0 (304) 
26 ，935 6，704 4.0 27 
26 ，02 6，762 3.8 287 
25 ，96 7，219 3.6 301 
24 ，62 7，251 3.4 316 
23 ，529 6，971 3.38 308 
2 ，395 6，671 3.36 30 
21 ，26 6，360 3.34 290 
20 ，047 6，021 3.3 279 
18 ，831 5，67 3.32 267 









































A/ XC A C安一- A/ (4) 
A 峠 = f (A cp ， M cp ) (5) 




美濃市の売場面積について昭和 49 年から平成 14 年までの「人口あたりの小売販売額(A
cp)J と「人口あたりの売場面積(M cp)J の散布図を描き、以下の 2 次回帰式を得た(決定係数
R 2 =0.89 1)。なお小売販売額は平成 17 年基準・消費者物価接続指数(総務省統計局)によ
って時点調整を行っている。
Mcp = -263.8Acp2+49.63Acp-1 1. 28 
この状況から売場面積が一定規模を超えると販売額が減少するとし、う規模に対する便益逓
減効果が読みとれ、オーバーストア現象を仮定できる。この時、













0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1. 0 1.1 
売場面積(m 2)/ 人口
図 2-9 美濃市の人口あたり売場面積と小売販売額との関係
203( 平成 42) 年人口は表 2-4 から 17 ，61 人であるので、単純に 0.93 を乗ずると 203 年の
最適売場面積は 16 ，38 m 2 となる。これと 20( 平成 14) 年の 26 ，21m 2 と比べると 9，82 m 2 が
余剰面積となると解釈できる。
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T/ αs (H/+ WO /) XLP / (6) 
T，: t期の名目税収、 H ，:t 期の世帯数、 WO ，: t期の事業所数、 LP ，: t期の地価、 α: 税
率、。:ダミーパラメーター
なお美濃市の現在の固定資産税率は1. 4% である。同税は全予算のうち約 17% 、市税収入






年 固定資産税(千円) 納税義務者数 合計
世帯数 事業所数
平成 2 年 (1 90) 89 ，156 10 ，31 8，78 6，82 1，96 
3 年 (191 ) 953 ，04 9，413 8，829 6，875 1，954 
4 年 (192) 1，027 ，079 9，583 8，915 6，981 1，934 
5 年 (193) 1，068 ，361 9，695 8，95 7，04 1，915 
6 年 (194) 1，163 ，30 9，84 8，972 7，07 1，895 
7 年 (195) 1，29 ，80 9，983 9，03 7，154 1，876 
8 年 (196) 1，290 ，365 10 ，094 9，018 7，162 1，856 
9 年 (197) 1，345 ，27 10 ，28 9，065 7，28 1，837 
10 年 (198) 1，454 ，340 10 ，461 9，120 7，30 1，817 
1 年 (19) 1，526 ，51 10 ，54 9，164 7，36 1，798 
12 年 (20) 1，478 ，571 10 ，602 9，162 7，384 1，78 
13 年 (201) 1，534 ，031 10 ，689 9，17 7，418 1，759 
14 年 (202) 1，582 ，315 、10 ，736 9，182 7，442 1，740 
15 年 (203) 1，498 ，576 10 ，746 9，183 7，463 1，720 
16 年 (204) 1，510 ，829 10 ，835 9，196 7，495 1，701 
17 年 (205) 1，504 ，5 10 ，846 9，198 7，517 1，681 
18 年 (206) 1，425 ，0 10 ，871 9，079 7，54 1，52 
※斜文字は推定値
次に「美濃J r郊外J r大矢田J r山間部」の 4 地区毎に名目固定資産税収を求め、これ
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(1)国勢調査で、は美濃市の昭和 30 年の人口は31 ，178 人、世帯数は5，82 、平成12 年で24 ，62 人、 7，251 世帯である。
(2)美濃市の用途地域は、導入~1980年が 1 ，036.6ha、以降、 1984年までが969.3ha、 1990年までが703.0ha、 1995年
まで、が703.0ha 、196 年以降が675.9ha となっている(し、ずれも岐阜県とりまとめ)。
(3) 住宅・土地統計調査では平成15 年調査より、 「空き屋J の細目が「二次的住宅J r賃貸用の住宅J r売却用の
住宅J rその他の住宅j に区分されており、このうち賃貸用と売却用が中台市場を表し、 「その他」が放棄





(4) 平成19 年6月末現在までの美濃市の大規模小売庖舗法・大規模小売庖舗立地法の届出庖舗は4庖舗(1 4，735rf)
で、このうち届出後未開業又は廃業の庖舗は 2庖舗 (3 ，57 rrf) となっている(岐阜県商業流通課資料)
(5) 登録商庖街に限られるが岐阜県の平成18 年6月末現在の市町村毎の空き庖舗率は5.6% であるが、美濃市は最大
の23.8% となっている。
(6) 耕作放棄地とは、所有している耕地のうち、過去 1 年以上作付けせず、しかもこの数年の聞に再び作付けする
考えのない耕地をいう。転作のため休耕している耕地で、今後作付けする考えのある耕地は含まない。
(7)岐阜県の平成 15 年値では 1 世帯当たりの住宅数は1.1 4となっている
(8) 1住宅当たりの敷地面積は全国平均: 27rf および岐阜県平均: 297rf (平成 15 年値)
(9) この 1975 年からの住宅面積の増減理由の詳細は不明だが、この時期の他の地自の増減から、農地から住宅へと
転用され、その後に商業や事業所用に再転用されたために住宅面積が減少したと推察される。
(1 0) 実数値のうち人口、世帯数は国勢調査値である。推計値のうち人口は社会保障・人口問題研究所が公表して
いる2015 年と 203 年値を各年に割り当てた。世帯人員の将来値は同研究所が公表している岐阜県の205 から2
025 年にかけての5年毎の値の減少率を、美濃市の20 年値に適用して求めた。これより世帯数を求め、また
回帰式より求めた世帯当たり住宅面積から市全体の住宅面積を得た。










表 2-6 からは、住宅や道路等の用地は、一貫して農地から供給され、昭和 50 年以降は森林
も加わっていたことがわかる。また平成 3 年や平成 14 年等では事務所・庖舗等と工業用地に
おいて大きな増減が認められる。
表 2-6 美濃市における土地利用の増減(対前年)単位 :ha
年 農地 森林 河川等 道路 住宅地 工業用地 事務所・庖舗等 その他 記事
昭和 40 年 国道 156 号完成
昭和 41 年 -10 9 2 美濃北中設立
昭和 42 年 -40 9 5 24 松森市営住宅完成
昭和 43 年 -40 9 4 2 24 市公民館完成
昭和 4 年 一150 37 4 3 105 
美濃病院雇用促進住宅
完成 l 
昭和 45 年 -81 15 9 12 43 県林業センター開設
昭和 46 年 一12 7 2 11 -9 片知 BP 等完成県林業短大開設
昭和 47 年 一12 4 12 11 ー16 市体育館，総合運動場完成
昭和 48 年 一50 6 2 12 11 2 17 市庁舎，衛生処理場完成
昭和 49 年 -49 4 2 41 
都市計画用途地域
農業振興地域
昭和 50 年 -2 4 5 12 
昭和 51 年 -10 2 2 5 
昭和 52 年 一16 47 -34 
昭和 53 年 一7 3 4 -3 藍川団地造成
昭和 54 年 -4 -9 2 14 2 -4 
昭和 5 年 一16 14 3 5 -7 
昭和 56 年 -24 2 -3 2 6 16 
昭和 57 年 -3 43 -18 15 -8 
昭和 58 年 -42 -31 12 -9 18 2 30 美濃 IC 着手
昭和 59 年 -23 -19 4 2 3 
昭和 60 年 一12 一8 6 30 -8 一13 4 
昭和 61 年 一17 24 一10 2 3 48 -49 美濃~各務原開通
昭和 62 年 13 8 2 5 -28 
昭和田年 一13 -26 2 一10 2 -24 48 
平成元年 -20 6 2 自 4 B 2 全域面積 14ha 増
平成 2 年 一18 -25 47 3 14 一14 一7
平成 3 年 一13 -5 3 3 -26 26 12 
平成 4 年 一12 -6 3 5 10 美濃テクノ 1 期完成
平成 5 年 -9 -2 4 4 2 
平成 6 年 一15 9 3 -7 25 一14 美濃~美並開通
平成 7 年 -29 -2 3 12 一15 32 
平成 8 年 一7 -4 4 一3 4 6 浄化センター完成
平成 9 年 -1 2 8 4 4 -8 
平成 10 年 -3 3 2 14 ー12 -4 
平成 11 年 一18 -27 -8 16 。 38 
平成 12 年 一日 -38 2 -5 12 38 
平成 13 年 日 7 -38 7 6 -8 12 28 
平成 14 年 一13 -2 2 -4 13 -13 16 
平成 15 年 一12 4 3 4 




「工業統計調査(以下、工業統計) J によれば我が国の従業者数 30 人以上の工業用地は
196( 平成 8) 年の約 1，480k rrf をピークに 204( 平成 16) 年には約 1，397 k rrf へと減少し、特に「窯

















































年間の工場建設を目的に 1，0 rrl 以上の用地取得した事業所を対象にした調査である。また
対象業種も製造業、電気業、ガス業、熱供給業及び研究所となっている。動向調査のデータ
は個別の質問毎で公表されており、各年の回答総数は必ずしも一致しない。本節では工業用








動向調査の新規立地先の区域区分をみると「市街化区域J が 3-----4 割を占め、次いで「非線
引き都市計画区域」が多かった。また用途地域指定は毎年「無指定(いわゆる都市計画白地) J 
が多く、次いで. r工業専用地域J ["工業地域 J ["準工業地域」となっている(図 2-13) 。
H9 
Hl0 
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うしたことから近年の工場立地は工業系用途地域と無指定地域に二極化する傾向が続いてお
り、必ずしも工業系用途地域だけに立地できていない。
次に工場跡地の処分形態をみておく(図 2-14) 。なお元データでは「事務所J r緑地J r研
究所J rレク施設」の区分されていたが、それぞれ 1% 前後しかなく、ここでは「その他J




期間で累計した都道府県別データからは、 「未定」が多い自治体は青森(80%) 、奈良(7%) 、
長崎(70%) といった地方部が上位を占め、全国平均は 52% であった。なお工場跡地の「商業
施設J は 7"-'9% と少なくなく、 「一戸建て」や「集合住宅J の住宅への転用も 4"-'5% 程度で
推移している。ただし平成 14 年は「集合住宅」の占める率が高くなっている。 r工場」利用
は 10"-'2% 程度を推移し、平成 17 年には 3 割近くとなっている。
一方、図 2-15 に示す工場移転先の地目では、 「工場跡地J はおおむね 5"-'20% を推移して
いた。なお他の地目は「宅地J が 3"-'4 割と最も高く、 「田J r畑J の占める割合は減少傾向






っていたため、同一であった平成 9 年から同 15 年を集計した。
立地先の選定理由では「用地面積の確保」が一番多く、次に「地価(安価であること) J 
























図 2-16 立地先の選定理由(全国;平成 9-15 年合計)
この取得理由のうち「面積J r地価J r利便性J を詳しくみてみる。
まず平成 9"-' 17 年にかけての累計立地件数を工場立地 1件当たりの平均規模別でみると、
12 千rr f!件が最も多く、最低値が 4.85 千rr f!件、平均で約 12.3 千rrf./件、標準偏差が約 5 千rf./
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件で、あった(図 2-1 7)。つまり近年の企業が要求する工場取得面積は最低で約 5千rrU 件、お




























工場跡地、その他の 8 区分である。なお図中の一点破線は取得地価の平均(約 25 ，70 円/rrf)
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圏に位置し、人口は 42 ，298 人(平成 12 年)であり、国立社会保障・人口問題研究所による 2030( 平
成 42) 年の将来人口は 34 ，46 人と減少が予測されている地域である。同市は美濃焼の産地で
古くから陶業が盛んであり、平成 17 年の工業統計によると瑞浪市の製造業従業者数は 3，051
人であるが、そのうち約半数にあたる 1，561 人が「窯業・土石製品」に従事している。しか
し近年の陶業は、例えば平成 8年から平成 16 年の間で、販売額を 36 億円から 175 億円、事
-.‘ ‘ 
-HF
， ， ‘  県知愛 ， 
図 2-20 瑞浪市陶町の位置図
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業所数は 341 から 96 と、減少・衰退傾向にある。
こうした中で工業団地(瑞浪クリエイションパーク:以下、瑞浪 Cp) が分譲される等の産
業振興が進められている (4) 。また動向調査によれば瑞浪市を含む岐車県全体では平成 8 年か
ら同 16 年までは平均 18 件の新規工場立地で、あったものが平成 17 年では 64 件と急増して
し、る。
次に岡市陶町は瑞浪市南部に位置し、中央道瑞浪 IC からは約 12km の位置にある。同町は
人口約 4，30 人、約 1，50 世帯で猿爪(ましづめ)・大川・水上の 3 地区からなり、中心部の
猿爪地区は平成 19 年 4 月現在で 80 世帯 2，138 人である。瑞浪市の都市計画区域は非線引
きであり、陶町は用途地域が指定されていない。同町は古くから陶磁器、特に洋食器の生産
地である。陶町のみを対象とした窯業・土石製品のデータはないが、陶町の製造業全体で平
成 7 年から平成 16 年にかけて、製造品出荷額等は 13 億円から 71 億円、従業者数は 1，206
人から 527 人、事業所数は 17 から 30 に減少しており、特に平成 15 年の 74 から平成 16 年
にかけての減少が著しい。
(4 )対象地区中心部の工場跡地の状況
猿爪地区の主な空き工場の状況を図 2-1 に示す。表 2-7 に主要 5社の緒元を示す。図中の
記号は表中の略社名と同じで、すべて窯業で、あった。
表 2-7 猿爪地区の主要空き工場
社名 資本金 従業者数 のベ敷地面積 倒産時期 1
A 製陶所 1，20 万円 180 人 6.00 rrf 平成 4年
B 製陶所 20 万円 50 人 2，40 rrf 平成 8年
C 製陶所 125 万円 50 人 3，20 rrf 平成 10 年
D 陶業 5，0 万円 350 人 24 ，0 rrf 平成 15 年
E 製陶所 3，50 万円 350 人 16 ，0 rrf 平成 17 年 |
瑞浪商工名鑑などを元に作成
図より各敷地が分散して分布しており、敷地形状が不整形であることがわかる。同図は縦




第 2 章 主に地方における土地刷用の現状と際組
写真ー 1 工場跡地の僚子 (撮影 207 年 5月)
この工場跡地群の利用可能性を先の全国傾向と照らしてみる。 図 2-2 は各区画及び敷地の
面積をプロットしたもので、網掛け部分が立地件数の多かった範囲である。比較として瑞浪
C P を用いるが、瑞浪 C P の×印は未契約分の 2 区画を示す。猿爪地区の工場跡地のうち、 2






陶町 主ー要工場跡地 瑞浪 CP
図 2-2 2 区画別・ 敷地別の面積分布状況(陶町の工場跡地と工業団地)
工場跡地の問題は雇用などの経済的側面、景観や社会不安などがあるが、まず単純にみれ
ば表 2-7 より最低でも 90 人あまりの雇用が失われたことになる。また既に空き工場となっ

















本節ではまず 190 年代後半以降の我が国の工場立地動向として 1) 新たに工業用地を造成
する一方で工場跡地利用の未定が 5 割近くあり、特に地方での未定率が高い、 2) このうち工

























(1)96 年と204 年とでは窯業・土石製品製造業が約2，276 万ぱ、次いで繊維工業が約1，198 万ぱ、鉄鋼業の1，076 万
rri の減少となっている。
(2) 工業再配置促進法は既成市街地からの移転促進を目的にした法で昭和47 年に施行、平成18 年に廃止された。昭
和39 年施行の工場等制限法は平成14 年に廃止、工場立地法は生産施設面積率などの緩和など平成16 年に改正
されている。
(3) 窯業・土石製品製造業の事業所数の多い都道府県は196 年で岐車: 1，96 、愛知: 1，80 、茨城: 842 、201 年
で岐阜: 1，573 、愛知: 1，471 、北海道: 691 となっている。
(4) 瑞浪CP は全19 区画、総面積が26 .5 ha (賃貸及び、分譲対象用地15.3ha) 。なお分譲価格帯は20，540~30，657円/ぱ
となっている。
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第 2 章 主に地方における土地利用の現状と課題
(5) 瑞浪市議会では平成14 年 12 月、平成15 年6月で質問されている。また平成18 年5月に瑞浪市長宛の要望書 IA 社
跡地危険物撤去について(お願し、) J が2，38 人の署名をもって提出されている。
(6) 岐阜県の主なものでマーサ21 (岐阜市・カワボウ(株)正木工場: 67 ，00ri) 、ロックシティ大垣(大垣市・
帝国繊維大垣工場: 64 ，161 rri) 、カラフルタウン(岐阜市・豊田紡織岐阜工場: 134 ，00ri) 等がある。
(7) 工業統計の対象は、従業者数 4 人以上が毎年、全事業所は西暦末尾が0，3，5，8の年に実施している。ただ地目は
従業員数が30 人以上に限られているため、例えば岐阜県の平成16 年の工業統計における工場面積は2，91ha だ、
























居舗の集約化と大型化が起きていることが推察される。また販売額は 197( 平成 9) 年をピー
クに減少しており、家計指標のある岐阜市における世帯あたりの可処分所得は 198( 平成 10)
















例えば平成 13'"'-'17 年では地方圏での居舗立地先は非線引き白地が 14% 、工業地域で 11% 、
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出典:産業構造審議会流通部会・中小企業政策審議会経営支援分科会商業部会合同会議中間報告(平成 17 年 12 月)
また大規模庖舗の撤退傾向は、郊外よりも中心市街地で多くなっている。
表 2-8 大型庖の撤退屈舗数
平成 14 年の盾舗数| うち平成 16 年に存在しない(閉鎖)庖舗数
三大都市圏 5，720 574 
地方圏 9，94 987 
出典:産業構造審議会流通部会・中小企業政策審議会経営支援分科会商業部会合同会議中間報告(平成 17 年 12 月)
表 2-9 撤退した大型庖の場所
中心市街地 | 周辺地域 | 郊外





































累積人口 岐車県内・市町村(平成工 1 ，16 年)の変化
図 2-25 岐阜県内・市町村単位によるローレンツ曲線(人口と商品販売額)
累積人口
この定義に従って、岐阜県を対象に平成 3 年(対象数: 83 市町村)、同 11 年(同: 86) 、





11 年では不均等になり、平成 16 年も同様の傾向のままである(ジニ係数は平成 3年で-0.17 、




円/人(平成 3 年)から 58.9 万円(平成 11 年;物価調整済)と市町村で、の賃金格差は広がっ
ている。ただ高賃金と低賃金の両極に位置する町村は共に郡部で、あったため、ここでの現象
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ここで 19( 平成 3)'" 19( 平成 1) 年の商業統計を用いて散布図を求める。なおデータは
平準化するために居舗数、販売額共に人口あたりの値にしている。また 9 市町村のうちデー
タ欠損を除く 7 市町村を対象にし、このうち期間中に人口が増加した地域(41 市町)と減少し
た地域(36 市町村)に区分した。
その結果、庖舗が減少する一方で商品販売額が増加するとしづ盾舗の「淘汰」が起きてい
る地域が 34( .2%)、居舗と商品販売額が増加している「拡大 J傾向にある地域が 1 (1 4.2%)、
商品販売額と庖舗が共に減少する「衰退J 傾向の地域が 31(40 .3%)、居舗数が増えているが商



























y= αX 2+ sX+ γ 
y: 人口あたりの小売販売額、 X: 人口あたりの庖舗面積、 α、日、 γ : パラメーター
となり、小売販売額を最適にする売場面積(以下、最適売場面積)が存在することにしよう。
図 2-27 で、人口当たりの売り場面積が X 1であれば、市場は最適な X* を目指して増床、新
規出唐を行い、人口当たりの売場面積が X 2 となれば、市場は最適均衡点を目指して売場面積




を 202( 平成 14) 年、将来時点を 203( 平成 42) 年とした。
Sj A j20_X ネ・ P12030
Sj: 自治体iの調整必要商業面積、 A 202: 自治体 iの20 年の売場面積、 X* :最
適売場面積(rr f!人)、 P12030: 自治体 iの203 年の労働力人口





202( 平成 14) 年時点の岐阜県内市町村における居舗面積と商品販売額との関係について 2
次回帰を求めた(表 2-1) 。
表 2-1 対象市町村の区分と推計式
従業員 10 人以下の割合 事業所数/百人 サンプル数 回帰式 決定係数
I群 90% 未満 1.3以上 17 y = -64.032 X + 57.68X -39.04 0.394 
E 群 1.3未満 21 Y = -62.42 X + 197 .81X -12 .4 28 0.3128 
E 群 90% 以上 61 y= 一20.4 27 X + 143.67 X- 18.137 0.4 95 
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0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0 
労働力人口あたりの売場面積(凶/人)
図 2-8 労働力人口あたりの売場面積と商品販売額(岐阜県内・市町村)
回帰式より I群では人口当たりの売り場面積が約 0.7 nfl 人以下となれば、販売額は負とな
っていることから、 E 、E 群より厳しい商業経営条件となっていることがわかる。
次に得られた回帰式を用いて調整必要商業面積を求めた。
この結果、平均庄舗面積が調整必要商業面積を上回る市町村は 20 年時では 3 市町だが、
203 年では 30 と 10 倍になる。また 203 年における岐阜県内の調整必要商業面積は 237 ，864
d となった (20 年の岐阜県の全居舗面積 2，738 ，813 nf の約 8.7% にあたる)。
表 2-1 対象市町村区分別・余剰商業床面積の予測値
オーバーストアとなる オーバーストアと オーバーストアと 203 年に
庖舗面積 なる市町村数(202 年) なる市町村数(2030 年) 余剰となる面積
I群 17 4.35 rrf/ 人 3 26 ，847 rrf 
E 群 21 1.5 9 rrf/ 人 2 15 184 ，940 rrf 
E 群 61 3.51 rrf/ 人 O 7 26 ，07 rrf 










面積」を求めた。その結果、岐阜県内では約 3 割の自治体で商業面積が余剰となり、約 24
- 39 -
万rrf に及ぶことがわかった。例えば鉄骨造の建物の解体費を約 4 万円/3 .3 rrf とする (2) と、 24
万rrf を更地にするには、単純に 29 億円の費用が必要となる。ここでの問題はこれだけの費用
を負担した上で他用途に転用する動機が今後も保つことが出来るか否かである。
現状の空き庖舗について正確な統計はないのだが、経済産業省中小企業庁実施の「商唐街




平成 16 年から「開設時期別」事業所数の項目があり、これと直前の平成 14 年調査を比較す




(1)商業統計を扱う場合に注意する点として、売場面積の定義が 1976( 昭和51) 年以前は階段や食堂、便所などが含
まれており、 197 年調査以降は「売場、売場感の通路、ショーウインド、ショールーム等、サービス施設、
承り所、物品加工修理場」のみとなっている。また 19 年調査は簡易調査となるので、時系列調査には向い
ておらず、 1968 年と 1970 年では従業者の定義が異なる点等がある。
(2) 解体業者見積もりによる htp:/ww.kaitai-ueno.coml 
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2-5 岐阜県の空き屋の状況
住宅・土地統計調査では平成 15 年調査より、 「空き屋」の細目が「二次的住宅J r賃貸用
の住宅J r売却用の住宅J rその他の住宅J に区分されるようになった。このうち賃貸用と
売却用が中古市場の量を表し、 「その他」が放棄された住宅と解釈できる。岐阜県では「空
き屋」が 13.2% 、 「その他J は約 4% となっていた。
次に同調査の平成 10 年と同 15 年値を用いて岐車県における住宅総数と空き屋の変化をみ
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1DK が 3LDK などに改築された場合(名目上の戸数は減少する)が含まれると考えられる。
空き屋を解消させながら住宅総数自体を減少させていく縮小整理段階(第四象限)の市が 1 ，
空き屋が住宅総数の減少を上回るほど増加している状態(第三象限)に含まれる町が 1 つあ





























次に 190 年代後半以降の我が国の工場立地動向の特徴として 1) 新たに工業用地を造成す
る一方で、工場跡地利用の未定が 5割近くあり、特に地方での未定率が高い、 2) このうち工
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開発又は保全の方針(いわゆる整開保) J (法第 7条第 4 項)と「市町村の都市計画に関す
る基本的な方針(都市マスタープラン;以下、都市計画 MP) J がある。




また都道府県が定める「整開保の方針J とは別に都市計画 MP を定めることになった。そ

























表 3-1 宅地審議会第 6 次答申と都市計画法区域区分との比較
宅地審議会 6次答申 地域の概念 都市計画法 ニ区域統合の理由
既成市街地 既成市街地及びこれに接して市街 市街化区域 市街化しつつある地域と市街化を












































適用される「技術基準(道路や下水道などの宅地として備えるべき要件;法 3 条)J に加えて




化区域で 1，0 rrf 未満であれば開発許可申請は不要となる。
表 3-2 開発行為の許可が必要となる規模(都市計画法第 29 条第 1項 1号・同法施行令第 19 条)
区 分 規模
都市計画区域 区域区分 市街化区域 1，0 rrf 以上
(3 大都市圏では 50 rrf 以上)
市街化調整区域原員IJ として全て
区域区分されてない(非線引き) 3，0 rrf 以上
準都市計画域 3，0 rrf 以上
都市計画区域外・ 準都市計画域外 1ha (10 ，0 rrf) 以上
また市街化調整区域内で、あっても、学校教育施設や国等が行う公共事業など都市計画法第



























10 1 8 の 2 号|地区計画文は集落地区計画の区域内で、当該計画に定められた内容に適合するもの
11 1 8 の 3 号|市街化区域に隣接・近接し、市街化区域と一体的な日常生活圏を構成していると認められる
地域(おおむね 50 以上の建築物が連たんしている)のうち、用途が条例に違反しないもの









15 1 一 |第二種特定工作物(ゴルフコースなど)
16 令 2 条 |軽易な行為(庖舗等で延べ床面積が 50 rrf 以内など)
(都市計画法第 34 条・施行令第 2 条第 6 号 なお法での文面を適宜略しである)
このうち特に法 34 条 10 号ロは拡大解釈が可能なものとして批判されることが多い8) 。やや
古いデータではあるが、開発許可の内訳がある。これより 10 号ロによる許可件数が全体の 8
割超、面積でも半数近くを占めていることがわかる。
表 3-4 法 34 条の許可内訳 9)
件数 面積 (ha) 
l号 827 (9_6%) 45.83 (3.1 %) 
2号 24 (0 .3%) 16. (1.%) 
3号 3 (0_%) 0.13 (0.%) 
4 号 107 (1. 2%) 47.93 (3.2%) 
5号 6 (0.1%) 12.63 (0.8%) 
6号 42 (0.5%) 13.71 (0.9%) 
7号 (0.%) 0.26 (0.%) 
8号 278 (3 .2%) 62.0 (4.2%) 
9号 31 (0 .4%) 2.4 1 (0.2%) 
10 号イ 31 (0 .4%) 58.6 (39.5%) 
10 号ロ 7，26 (84 .3%) 70.18 (47.0%) 
合計 8，616 (1 0.%) 1，490.6 (1 0.%) 
平成 11 年度開発許可制度施行状況、 201 年 3月、国土交通省宅地課
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また 10 号イは大規模住宅開発を想定したもので、 「政令で定める面積」は同法施行令第






いた。例えば改正前の既存宅地確認制度(法 43 条 1 項 6 号; 20 年改正で廃止。現行の法































1937 年 (第一次)百貨庖法 • 1，50 rrf~3 ，000 rrf 以上が対象
(昭和 12 年) . GHQ 指導により独占禁止法による一元的規制によるため、廃止
1956 年 (第一次)百貨庖法 -新規出庖・増床・経営統合など
(昭和 31 年) -中小商業者の保護
1973 年 大庖法 -出庖規模や営業時間・日数等について審査
(昭和 48 年) -消費者の利益保護と中イ叶、売庖舗の事業機会の確保により、小売業を
発展させていくこと
197 年 大庖立地法 -大型店と地域社会との融和の促進




規制対象となる面積は、大庖法で庖舗面積 3，0 rrf 以上(第一種大規模小売庖、指定都市
等では 6，0 rrf 以上) "'50 rrf 以上(第二種大規模小売庄)と規定されていた。これが大居立








特定大規模建築物(大規模集客施設)について、 207( 平成 19) 年 9 月の都市計画法改正に
より、立地制限が強化されることになった。
その主な内容は、規制対象を従来の物販唐から映画館、アミューズメント施設、展示場等に







用途地域 | 現行 | 改正後
第一種低層住居専用地域 50 rd 超不可 50 rd 超不可
第二種低層住居専用地域 150 rd 超不可 150 rd 超不可
第一種中高層住居専用地域 50 rd 超不可 50 rd 超不可
第二種中高層住居専用地域 1，50 rd 超不可 1，50 rd 超不可
第一種住居地域 3，0 rd 超不可 3，0 rd 超不可
第二種住居地域 | 制限なしt---------------------------;::---------------------------1 大規模集客施設は用途地域の変更"
準住居地域 lRl 
十 1用途緩和の地区計画決定による
工業地域 | 同 l 
近隣商業地域 | 同 | 制限なし
-ー---------------------------------------------------------- 一一一一一一一一ー




































権利移動(農地法第 3 条) 農地のまま、本人以外の者に売却・譲渡
転用 (農地法第 4 条) 自分の農地を宅地や他の用途に変更
知事(規模によって農林水産大臣)の許可が必要
転用目的権利移動 農地を他用途に変更し、本人以外の者にその権利を移転する
(農地法第 5 条) 知事(規模によって農林水産大臣)の許可が必要


















事の許可が必要になる(農振法 15 条の 15 第 l項)。ただし国又は地方公共団体が行う行為
などは許可が不要となっている。






















































































も非課税となる。また取得額が低額の場合(土地であれば 10 万円)も非課税となっている 0
.譲渡所得税
売り手側の譲渡益への課税で、給与所得など他の所得と区分する分離課税である。







1，0 万円以下の 10% から 3 億円超の 50% となっている。ただ小規模宅地への減額特例措置
などが準備されている。
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実施は人口 30 万人以上の自治体に限られ、平成 19 年 4 月 1 日で 70 市が課税を実施してい
る。











東京都 23 区内 2，0 m" 
都市計画区域を有する市町村 5，0 m" 
その他の市町村 10 ，0 m" 
※税額算定
取得:取得額 X3% (税率)一不動産取得税相当額




税額は、相続税評価額 XO.3% (税率)であるが、個人の場合の基礎控除が 15 億円で、あっ



























































































(2) 税率が比較される米国では、例えばニューヨーク州では約 9% で実効税率は 3 階以下の住宅で1. 09% 、その他
の住宅で4.4 7% 、事務所・商業施設で5.1 1% となっている。我が国では、固定資産税評価額の上限は民事法定
率により収益還元価格の5% とする判例がある(東京高等裁判所平成 14 年10 月29 日判決・判例時報174 号69 頁)。
また賃料が都市計画税と固定資産税の税額の2.4倍とする約定が合理性を失わないとされる判例(東京高等裁







容積率 (Flor Area Ratio ;延べ床面積率)とは「建築物の延べ面積の敷地面積に対する割








































































表 3-9 用途地域別の指定容積率(建築基準法第 52 条)
用途地域 | 容積率(略)
第一種低層住居専用地域 I 50 60 80 10 150 20 
第二種低層住居専用地域 | 向 上
第一種中高層住居専用地域 I 10 150 20 30 
第二種中高層住居専用地域 | 向 上
第一種住居地域 120 30 40 
第二種住居地域 | 向 上
準住居地域 | 向 上
近隣商業地域 | 向 上
商業地域 I 20 30 40 50 60 70 80 90 1，0 
準工業地域 120 30 40 
工業地域 | 向上
工業専用地域 | 向 上
都市計画区域のうち用途指定のない区域|
I 50 80 10 20 30 40 (市街化調整区域を含む) 目








がしにくい。例えば、用途地域は第 1 種住居地域、容積率は 150% が適当な場合であっても、









絶対高さ制限 31 m 
階高 4m
建坪率 80%






































































国土交通省 HP 、文献27) を元に作成
これ以外にも、都市計画法の「都市計画の提案制度J r都市再生特別地区(都市再生緊急
整備地域内) J 、建築基準法に基づくものとして「公益施設を設置した場合の容積算定の特




























なお大阪市における総合設計制度利用の昭和 47 年~平成 2年まで実態をとりまとめたデー





住居系 計 2，87 ，825 502 ，683 
ー - .・ーーーーーーーーーー ーーーーーーーーーーーーーーーーー園田ーーーーー
201 ，牛 平均 14 ，389 2，513 (74.0%) 
商業業務系 計 3，037 ，285 396 ，57 
ーーーーーーー -ーーーーー 園帽ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
140 件 平均 21 ，695 2，83 (49 .3%) 
合計 計 5，915 ，10 89 ，260 
帽ーー - - - ・・ーーーーー .ー _ .・ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
340 f牛 平均 17 ，397 2，645 (63.8%) 
単位 :rrf 、昭和 47 年~平成 2 年までの集計
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第 3 章 我が国の土地利用マネジメントの概要
(7 )容積率移転制度 (T D R) の概要
容積率移転とは、ある敷地・街区に用途地域性で定められた指定容積率の未利用部分を、
その近隣の別の敷地に移転するというものである。米国での TDR が先行例として紹介される
ことが多く、 「移転可能な開発権(Tr ansferable Devlopment Right)J r開発権の移転 (Transfer












13 年の数字として、ダウンゾ}ニングによって平均で地価が 2.5 万円/rd の下落が生じること




























指定容積率の適正化という点から容積率の切り下げ(ダウンゾーニング; Down zonig) が
ある。
ダウンゾーニンゲは米国での成長管理政策等で提唱されることが多く、例えばサンフラン




















































対象年 対象地域 容積率の充足率 文献
昭和 39 年 (1964 年) 東京都 指定容積率 80% 以上の地区:ほぼ 1 42 
昭和 43 年(1 968 年) 指定容積率 40% 以下の地区: 113 程度
昭和 56 年(1 981 年) ネット容積率の充足度は平均で約 50% 43 
東京都心 6 区 第一種住居専用地域で指定容積率 10% : 40"-50% 4 
11 指定容積率 20%: 40% 未満
1980 年以降 指定容積率 40% : 24% から 36% へ上昇
(1 980"-"195 年)
平成 10 年(1 98 年) 東京銀座地区 容積率の歩留まりが 8 割以上が 62% 45 
既存不適格建築が 167 軒
平成 13 年 (201 年) 新潟県長岡市 平均で 40% 程度 46 
容積率の充足率が低いため、例えば横浜市の当時の人口が 230 万人に対して、容積率を最













が低いが49) 、オフィス賃料や利子率と指定容積率と地価形成には関係性があるとしている 50) 。

































容積率から道路量を求めた研究は 1950 年""'60 年代に多くみられ、例えば容積率と街路率的、
都心や駅を中心とした容積率分布56) 、容積率と交通量を都心からの距離で表した研究57) があ
る。地区(商業、住居)によって道路網形態、発生集中量(=密度)が異なる問。
また大阪船場地区の昭和 32 、3 年時(1 957 、1958 年)を対象とした研究明では、指定容
積率が 60% 以上では道路混雑が不可避となり、 30"'40% 程度が適当な容積率としている。
また昭和 32 年(1 957 年)の東京都心部での実態調査 60) を基に建物用途・規模別の発生交通量
を推定し、今日の渋滞発生を予見している。
交通量(道路量)から容積率を配分する研究が 190 年前後に行われている。例えば東京都心
の交通容量から適正容積率を求めた研究61) 臼)では、新宿など交通結節点が 70% 近くの高容積
率を持つ多極型都市像を明らかにしている。また道路網容量を最大化しながら容積率を配分
するモデルの構築63) や道路網全体が飽和した時の最大 OD からゾーン別許容床面積のモデル





グロス空地延床比率: GOFR =1aH +b)(am+ αms)-amb 
αmbN 
α: 隣棟係数、。:側棟係数、 a: 間口、 m: 1 フロアー当たりの戸数、 b: 奥行き、
N: 階数
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この GOFR が 0.75 の時、容積率は 135% 以下で、 12 階が限界値になるとしている。
(3 )建築配置等より適正容積率を求める研究
戦前の「市街地建築物法」時代には理論最大容積率を 90% で、あっても通風等の関係から
60% 程度を最大にし、郊外住宅では 20"'70% 程度とするなど、建築物と容積率については早
い時期から研究が進んでいた(1)。
形態制限による基礎的研究に昭和 20 年代の「容積地域に関する研究会J 70) があり、次表の
検討から最適な階数を 5 ， 6 階と結論づけている。
表 3-14 r容積地域に関する研究会」による敷地制限の考え方
条 件 基本となる考え、数値等 備 考
①日照条件 建築物の隣棟間隔: L= E H 日照時聞が 4~6 時間得ら
H: 建物高さ、隣棟係数 れるようにする
②防火条件 輯射熱による延焼防止のために必要距離: 5~10 分間延
焼防止できる限界距離
例) 2階建で 80 rrl で4.2m (5 分)
③通風・採光・宅地内空地の -居住専用で 5m
機能上の条件 -居住併用で 4m
④建築物の規模 -併用盾舗: 60~80~100 rrl 
-併用工場: 60~90~ 120 rrl 
⑤隣棟間隔を必要とする建築 容積率v= 建物延床面積/土地面積 *)各階の面積が変わらな
群の高さの限界 =aN/(a+L) い箱型の建物を考える
a: 基準階の床面積、 N: 階数
@建築形式別に宅地容積を規 イ.前庭・側庭・後庭を定める方法 宅地容積は
定する諸手法 道路または隣地境界線から Sm 離れた所を建築壁面 ①隣棟間隔
線とする考え方 ②宅地内宅地幅
ロ.宅地面積 y と建築面積 x との関係式による基準 によって規定され、①②共
宅地面積: y= (a+I')(b+f) に建物高さで変化すると
建築面積: x=ab している。
a: 間口、 b: 棟幅
ハ.宅地面積 y と建築面積 xの関係の最低限度
包絡線 y= (fx+ .rI' I ) 2 
から一次式を求め、最小限関係を求める
例)最小限空地幅(住居)
S = (1十 0.5N) m 







を求めた研究75) があり、緯度によって異なるものの 4 階建てまでが効率的であるとしている。
こうした個別建築物から適正容積率をモデ、ル的に求める研究では、階数は 4"'6 階が限界
であり、容積率は業務系で 450% 程度、住居系では日照確保を前提に約 250% 程度といった限
界値を得ている。
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(1)昭和 15 年頃には防火等の観点から隣棟間隔から算定した理想的な容積率は30% とされていた。
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経済をモデル化し、例えば東京丸の内地区で労働者数が 50% 増えれば、生産性は 3.4%増加す
るとしている。

















































(4 )反論 3: 容積率緩和によるインフラ負荷の増加
容積率緩和によって都市施設、特に交通施設への負荷が増大する事への懸念があり、例え





わゆる Cros Comuting が割当変更による通勤交通は減少と増加の両方の可能性があり、全
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直しによる容積率の割り増しによって、昼間人口が約 42 万人、夜間人口が約 32 万人増加す









Zonig-Bus に対して開発業者に Wind-Fal (塗れ手に粟)を与えかねないと言う批判が根強
い84) 。例えばシアトルにおけるゾーニングボーナスについてオフィス賃貸事業に対する実際

































(6 )公開空地を支える思想; Park on Tower への批判
















区分 手法等 目 的 課題
規制 国土利用計画法 国土の総合的・長期的状況を示す 国土形成計画や下位法である都市計画法
上位法 等との関係性が希薄


















































補節 主に密度に関する都市計画論の概説98) 9) 
( 1 )近代都市計画の特徴であるこ層制について 10)
1 )都市計画の変遷
近代都市計画は 1891( 明治 24) 年にドイツ・ブランクフルトでの地域地区制に端を発し
190( 明治 3) 年のザクセン一般建築法によって最初に体系化され、ついでイギリス (1909 年:



















































































わが国の日本国憲法 29 条 1 は「財産権はこれを侵してはならなしリとする一方で同条 2 は
「財産権の内容は公共の福祉に適合するように法律でこれを定める」として一定の法規制の
必要性を求めている。土地利用規制に関する法はこれを受けた民法 206 条(所有権の内容)、





















文集、 NO.28 、 pp.283~288 、 1998.
2)蓑原敬:成熟のための都市再生一人口減少時代の街づくり、 pp.84~85、学芸出版社、 2003.
3) 水口俊典:土地利用計画とまちづくりー規制・誘導から、 p.13 、学芸出版社、 197.
4) 奥沢信男・斉藤次義・甲川書浩・尼子進:都市計画区域を問う特集座談会:都市計画区域の虚像と実情、
都市計画、 NO.250 、p.3 、204.
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インフラとの関係を前提にした 適正公共施設条例 (AFO) /交通施設指向型開発 (TOD) /イ
開発許可 ンフラ整備前提の開発許可





















などの開発されていない土地を Grenfield とし、これ以上の Grenfield の喪失抑制を目標と
している。これを発展させ、環境配慮、を市街地と緑のバランス問題と考えると、国土を①自




A B/A G →mm 
とできる。
A B; 人が開発した土地(Brownfield) の面積
A G; 自然環境の土地(Grenfield) の面積
mm/h に処理が必要となった雨水
図 4-1 降雨強度の概念
開発行為を Grenfield から Brownfield への変質と捉えた時に、例えば降雨量を単純に考え



























トな都市で、あったなら少なくとも 32 1. 5 億円の支出減がはかれたという。また、土屋らは道
路維持費をとりあげ、コンパクトな都市化政策を進めれば、シナリオによっては全国の道路



























A・=(2+ 1/ 3)2=(2_1/3)2 
=24/9 
I.. 2+ 1/ 3 ~I 



















l -， ， ， ， 〆
〆， ，  ， ，  
， ，  ， 



















勢は「住生活基本法(平成 18 年施行)J とそれに伴う「住生活基本計画」にもみることができる。
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t = (A~30 rrf) xα /A 
A: 敷地面積、 α; 建ぺい率(= (A-30rf) XO.6/A) 




全般という定義があり、人口密度などが代表的な指標になる 2) 。LUI はもともと、 FHA (The 
Fedral Housing Adminstraion ;連邦住宅局)が大規模プロジェクトの抵当権保証のための評
価手法として開発し、住宅、駐車場、オープンスベ}スなど各用途がバランスのとれたもの
となっているかを検討するための基準とされる 3) 。
表 5-1 利用強度・建築形態規制の日米比較 4)
ニューヨークにおける規制項目 日本における規制の有無
容積 率 (Flor Area Ratio) O 容積率
最低空地率 (Open Space Ratio) × 
建ぺい率 (Building Coverag Ratio) O 建ぺい率
U車jさ(Hight) 、階数 (Stories) ム 一部のみ
また、こうした土地利用強度は実務での利用を意識してか、ダイヤグラムの形で示される
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A = AA +Aos 
A: 地区面積、 A: 宅地面積、 Aos: 空地面積
、 ‘
aノ




地区内の延べ床面積(A TF 、単位;rrt) は、




P L = αATI s) 
さらに地区内の空地面積が係数 8 によって人口と関係づけられるとして、
FAR 
A"s βP L = αβATF = αβA ~一一 (4) 10 
(1)， (4) より
_. F AR ( _ _ F AR i 
A = A ， + α:sA ，一一一一= 11 +α :s 一一一一 IA ，
n 10 . 10 ) n 
10 A 
A = ( 5 )  
10 +αβ .FAR 
A .FAR 
7 7 7 = ( 6 )  





また逆に Aos (または AA ) が外生的に与えられた場合に、容積率は
FAR = 旦空竺~00 (A - A) 

















A= ん + L A ;IC + L A fC 
AfIC: 容積率と原単位によって関連づけられるインフラ h の面積 (rrr)
( ==α s hA (FA Rl 10) 、s h :インフラ h に関するパラメーター)





( . F AR ""' _ i 
A == 11 +α--Zβ h IA + L Afc 




Aj: 用途j の面積 (rrr 、例えば商業、工業、
各用途は宅地面積やインフラで構成されるとする。
まれない等、用途によって発生原単位が異なる。
d叱i == A t1 i +エJd4j7χ ヘE
A 村:用途 j での宅地面積、 AjSICh: 用途j におけるインフラ h の面積(rrr) 
( =αj s jhA (FAR/IO) )、
αj .用途 j での 1 人あたりの占有面積(rrr/ 人) s jh :インフラ h に関するパラメータ
、ー FARj 、用途j での容積率
AjICK: 用途j における原単位と関連づけられないインフラ kの面積(rrr) 
これらをまとめると次式となる。























Ap :公園面積、 Ac: 小・中学校、図書館、公民館等のコミ




A r = 5P L (1 人あたりの面積:
A p = 3P L (1 人あたりの面積:
A c = 5P L (1 人あたりの面積:
また地区内の可住人口 (P L) を
PL=l /2 0A TF (1 人あたりの占有面積: 20 rr f) 
この時の容積率を 10 から 70 までで土地利用比率を求めた(図 5-4) 。
5 rr f) 
3 rr f) 






•••••••••••••••••• ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
10 150 20 250 30 350 40 450 50 50 60 650 70 
図 5-4 容積率別の土地利用比率
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2) 宅地面積一定で容積率を変化させた場合
ここで宅地面積 (A =250 ，0 rr f)を一定とした場合、容積率毎の地区面積を求めた。
1，60 ，0 

















β A 10 =一一一一一一一一一 (1) 
α. P L α.FAR 
この関係を下図に示す。 1 人あたりのインフラ面積(s) は、 (A/ αP L) を上限値として
収束する凹関数であり、容積率の増加に伴って急速に増加するという性質を持つ。
A 
s(r f! 人) α 'P
L
β = J 4 1 0 0  一 一
α. P L α.FAR 
容積率(FAR)
図 5-6 容積率と 1 人あたりのインフラ等必要面積との関係
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5-4 大阪市のメッシュデータを用いたケーススタディ
5-4-1 ケーススタディの方法











土地利用は建物を住居、非住居の 2 用途、インフラを空地と道路の 2 種類とする。
~ FAR ， ....l... ....l...，~ I 
A; = L いA!i 1 1 +α--LZβlh|+ZAjck ト1 l-- Il!l ~ - • - J 10 ~'}I!). 7' -1) k J 


























査・統計に基づいて整備が行われている。サイズは 50 m を基本にしており、 2，50 分の 1
大阪市地形図( 1 面: 1.5km x 2.0km) に表示の座標値の区画と一致する。またメッシュ番号の





国 勢 調査 昭和 60 年 10 月 1 日 人口，世帯，就業者
事務所統計調査 昭和 61 年 7 月 1 日 用途別従業者数
土地利用現況調査 昭和 60 年 ~ 用途別土地利用面積
















項目 資料名 資料内の項目 備考
地区面積(Ai) 50 x 50=250 ，0 rrf 




地区 No (i) メッシュ・コード




パラメーター αは1/ 20( 用途の区別なし)、1I 40( 住居系)、1I 15( 非住居系)とし、。は近隣公園
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と住区公園の目標値を根拠として、 3ni/ 人としため。
道路面積も同様に都市計画で目標とされる数値を用いて、各メッシュ内で 60 ，28 ni とす
る。道路面積の導出は次図を参照されたい。
L トノ トノ k O 
ーー:住区幹線道路
10 ， 0 x 4 - (20 x 20) x 4 
レr h 「¥ f =38 ，40 
ド. ト/ ¥』 :主要区画道路
6，00x 4-(12x) x 8-
(12 x 10) x 8 =21 ， 8 
Ir- 十¥ ハ
図 5-8 50 x 50 メッシュ地区での道路面積の算出
なお、パラメーターαの対象範囲全体の値は
建物総延べ床面積/人口= 125 ，07 ，542/ ，370 ，985=2.7 :.α= 1/ 53 






なお対象範囲の全面積は 182 ，0 ，0 rrf 、メッシュ数は 728 で、あった。
表 5- 対象範囲全体における結果
全体 全 Mesh の平均 標準偏差
実容積率 17.3% 17% 78 
指定容積率 395% 
土地利用比率 建物 58.6% 58.6% 18.3 
(1 06 ，609 ，90 rrf) 
ーーーーーーーーーー ーーーーーーーーーーーーーー ーーーーーー四ーーー
住居系 21. 8% 21. 8% 15.0 
(39 ，751 ，20 rrf) 
ーーー』ーーーー田ー ーーーーーーーーーーーー - - ーーーーーーーーーー
非住居系 36.8% 36.7% 17.0 
(6 ，85 ，70 rrf) 
道路 19 .2% 19.2% 8.3 
(34 ，945 ，40 rrf) 
河川 8，9% 9.0% 19.5 
(1 6，138 ，30 rrf) 
公園緑地 4.4% 4.4% 9.4 
(8 ，06 ，30 rrf) 
その他空地 8.9% 8.9% 10. 1 
(1 6，246 ，10 rrf) 
公園面積 1 人当たり 3.4 rrf/ 人 70.1 1024 






実容積率 指定容積率 現状(問和 60 年)
建物+空地+道路 建物(住居+非住居) 建物+空地+道路
+空地+道路
建物 68 .3% 57.9% 58.6% 
4. 1 10. !J 18.3 
(1 70 ，781 rrf) (1 58 ，093 rrf) 
住居系 25 .3% 21. 8% 
16. C 15. 0 
(63 ，246 rrf) 
-ーー ーー ーー ーー ー ーーーーーーーーーー国ーーーーー ーーーーーーーーーーーーーーーー ーーーーーーー目ーーーーーー園田
非住居系 42.8% 36.8% 
15. 4 10 
(1 07 ，029 rrf) 
道路 24.1% 24 .1% 24 .1% 19.2% 
U L L 8. 3 
(60 ，28 rrf) (60 ，28 rrf) (60 ，28 rrf) 
空地 7.6% 6.9% 15.7% 2.1% 
4.1 4. [; 10. !J 22. 1 
(18 ，931 rrf) (1 7，35 rrf) 
注)上段は構成比、中段は標準偏差、下段は面積をそれぞれ表す。
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(昭和 60 年) 空地+道路
空地面積 道路面積
34.9 略 (87 ，165 rr f) 
28. 出 (72 ，083 rr1) 
3.8 国 (84 ，584 rr1) 
1. 4拡 (3 ，50 rr1) 
0% 10 出 20 国 30 略 40 覧 50 出 60 覧 70 拡 80 世 90 国 10 略
図 5-9 地区番号 S5W5 における土地利用比率の比較

















(昭和 60 年) 空地+道路
12.6 出 (3 1， 50 rrf) 
出 10 見 20 覧 30 覧 40 略 50 首 60 目 70 目 80 見 90% 10 略
















(昭和 60 年) 空地+道路
0出 10 目
空地面積
42.% (105 ，50 rrf) 
20 時 30 目 40 拡 50 出 60 世 70 出 80 国
図 5-1 地区番号 S90E5 (平野区長吉)における土地利用比率の比較
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道路面積
90 首 10 日目




非建物面積ベース 公園面積ベース 指定容積率 実容積率
容積率 容積率
S5W5 601% 0% 70% 613% 
S90E5 1，390% 15% 20% 107% 
S5E20 4，85% 3，562% 20% 16% 
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5 - 5  公園面積標準によるスタディ




















いたのだが、都市計画法改正 (1968 年;昭和 43 年)で廃止されている。また、これより先



















制定年 計画標準 内 奇~唱 根拠法等
昭和 8 年 土地区画整理設計標準 公園面積基準 (地区面積の 3% 以上) 内務次官通牒
昭和 30 年 土地区画整理設計基準 公園面積基準 (3 rd/ 人かっ地区面積の 3% 以 土地区画整理法施
上) 行規則第 9 条 6 号
昭和 31 年 都市公園設置基準 面積標準 (6 rd/ 人、 3 rd/ 市街地人口) 都市公園法施行規
則第 1，2 条※
(1 0 rd/ 人、 5 rd/ 市街地人口) 都市公園法施行令
第 1条
昭和 32 年 都市計画一団地の 公園面積基準 (3 rd/ 計画人口かっ団地面積の 建設事務次官通達
住宅経営計画標準 3% 以上)
昭和 37 年 首都圏市街地開発区域 公園面積基準 (団地面積の 3% 以上) 建設事務次官通達
工業団地造成事業計画標準
昭和 4 年 開発許可基準 公園面積基準 (区域の 3% 以上) 首都圏整備委員会
(5 ha 以上の開発行為)
昭和 50 年 住宅街区整備事業設計基準 公園面積基準 (地区内の 3% 以上) 都市局長通達
昭和 52 年 緑のマスタープフン策定 緑地の確保 (市街地区域面積に対してい 都市局長通達
要綱 目標水準 30% 以上)
都市公園等の (20 rd/ 住民 1 人)
整備目標水準
昭和 5 年 避難地の基準 10ha 以上の公園等 建設省告示
※改正前の値
①は換言すると、 1 人あたりのサービス水準を考慮したものであり、既に昭和初期の時点





そこで都市全体の 8""' 10% を公園面積にあてる、いわゆる"一割論"が簡便な方法かつ妥当
な数値として支持されてきた。例えば我が国の土地区画整理標準でいう地区面積の 3% がこ
れにあたる。この数値が初めて示されたのは内務省全国都市計画主任者会議(大正 13 年)
であり、次いで「土地区画整理審査標準(昭和 2 年)J の中で「公園緑地として施工面積の
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例会(昭和 12 年)での r( 前略)・・英国、独乙でも 10% であり、日本の如く土地が集約的であり



























a b c d=b/c e = d/a
年齢階層 人口比 必要面積 回転率(回/遇) 1人あたりの公園面積 対人口比でみた
ーーーー__ctL__ ー (%) (坪/人/週) (坪) 必要面積 (坪)ーーーー・・司・ーーーーーーーー・・-ー ーーーーー・圃骨ーーーーーーーーーーーーーー圃咽輔骨骨
坪×日 回/日×日
0- 6 13 1 x 6 3X6 0.3 3 0.04 
6-10 6 1 x 6 3X6 0.3 0.3 3 
10-14 7 10 x6 2X5 7.6*) 0.5 6 
3X 1= 言十 13
15-3 15 25 x 1 2X5 2.08 0.3 
(男) 2Xl 
5X 1= 言十 12
15-20 10 10 X 1 " 0.80 0.08 (女) =計 12
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1 )児童公園(現在の街区公園)
1辺が 1，00m の矩形を対象近隣地区(住区)と想定し、住区人口を 10 ，0 人、住区内に 5
ヶ所(うち 1 ヶ所は近隣公園を兼ねる)公園を設置することから、 2，40 人/箇所と考える(原文
のまま。本来なら 10 ，0/5 =2 ，0 人/箇所となる}。またブランコなどの施設面積の合計が
1，380 nf 、次いで、仮想、設計を行って、植裁その他施設が全体の 45% を占めるとし、最終的に
2，50 nf を得ている。
2) 近隣公園
近隣公園では少年(1 0""' 15 才; 1，230 人)の利用が加味される。また、この公園は児童公園
も兼用しているため、児童公園の 2，50 nf を加え、更に一般利用者の 8，0 nf (原文では根
拠が示されていなしつを加えて、 2.0ha としている。
結局、近隣地区内には、近隣公園: 2.0ha 、児童公園 (0 .2 5ha x 4=)1.0ha で合計 3.0ha の公
園があるので、先の仮定の地区内人口が 10 ，0 人であることから、
3.0 / 10 ，0 3 nf/ 人
という計画目標値を導いている。
3) 地区公園
1地区は 4 近隣住区から構成されるとし、対象人口を 40 ，0 人、利用者層を 15"'50 才
(全人口の 56 .4%)としている。これより公園利用者数は
40 ，0 x 0.564 = 2 ，560 人
この層が同時に公園を利用する率を 125 (=4%) 、さらに運動を行う利用者は、この内の
15% と仮定している。この公園利用者は運動利用者のみとする。
2 ，560 x 0.4 王子 90 人
90 x 0.15 135 人
この 135 人をテニスコートやノ〈スケットコート利用等に分配し、それぞれの仮想設計面積
を積み上げてお，0 nf が必要としている。さらにその他施設に 50% が必要という仮定より
25 ，000-;'- 0.5 = 50 ，0 nf (=5.0ha) 
を得ている。
4) 都市公園
都市公園の誘致距離は徒歩で 30 分、距離にして 2，0 m としている。これより 1 辺が
4，00m の矩形 1，60ha の中央にーヶ所に設置されるとしている。さらに平均人口密度を 10
nf/ 人とし、誘致地区内人口を 16 万人としている。この仮定から各年齢別人口による施設利
用率を仮定し、それぞれの年代に必要な面積を合算して 5.0ha とし、さらに植栽地の率から







地区範囲は 1小学校の校区であり、学校までの限界徒歩圏を1/ 2 マイル (=805 m) とし、
地区面積を 160 エー カー (1/ 2 x 1/ 2 マイノレ=64.75ha) としている。また 1 小学校の収容可能
な児童数は 800----- 120 人であるとし、全人口の就学年齢 (6---13 才)比より地区全体の人
口について 4，800-----9 ，0 人を得ている。








地区範囲 E I 250 X 250 1，0 X 1， 0 2，0 X 2， 0=4k rrf 
(=歩ける範囲 I
↓ 2，40 人 2，40 人 10 ，0 人 40 ，0 人
↓56.4 見対象人口 I 17.3 目 I 8. 1% 12.3 目
I J (3~5 才)卜(6~9 才 I OO~15 才)ド 146 人 1位人 1，230 人
利用率 (1 /叫 r ↓¥1 /3) ↓附↓ (ν 5 ) m 人
2 ，560 人
~O 似O 日)
利用者数 150 :'人 54 人 246 人 l 
目 1 _ •.. 1 _，，， 1 __ ， 1. (諸施設)・1 6 rrf/ 人 1 20 rrf/ 人 | 人 |
↓↓ ↓↓ +  
必要施設面積 I 30 rrf 1. 08 rrf 7.380 rrf 25 ，0 rrf 
(仮想設計による. L-.， ' ↓ | 
↓ 目別 d一一一→ 8，760 rrf 1 -=-0.5 
I . n ~~↓↓ 
圃~ -;U. DD 1~，000 rrf r品 5 2 ) 1 0 4 a | ( + m o o d








4 ， 600~9， 000 人
+一一一 10 世
16ac = 6.5ha 
〈内訳〉
-学校の運動場 3ac
・遊び場 5.5ac( 野球場 2面)
.テニスコート .25ac




























A = A +A町 ( 1 )
( ATF =A(FR I1 0) 、P L =αATF 、Aos= sP L=αsATF ノ
_. FAR 
A" ，. = α:sA. 一ー一一 (4) 
n 10 
A: 地区面積、 A: 宅地面積、 Aos 公園面積、 PL : 可住人口、 ATF :延べ床面積、
FAR: 容積率(%)、 α: 床面積あたりの可住人口(人 /rrf) 、s : 1 人あたりの公園必
要面積(rrf/ 人)
パラメーター αの設定については、土地区画整理の人口密度の設定例を参照した25) 。そこ
では平均宅地規模を 150 rf(45 坪)、一世帯あたり 3.5 人としている(平成 12 年国勢調査に
よる全国平均は 2.76 人/世帯、第 2 章で取り上げた岐阜県平均は 2.92 人/世帯)。






に、計算の簡単のために地区面積に対して 25% を占めるものとした26) 。
これより(1)式は次式となる。
A= + Aos + Ar
Ar: 道路面積(=0.25A)
また現行制度における容積率の指定範囲は特例を除いて住居系で 40% 、商業系では
1，00% までとされている(建築基準法第 52 条)。そこで容積率は 10% からし00% の範囲
とした。ただこの時、厳密には容積率が 50% から 1，00% ではαも商業系の値を用いて整合
を図るべきではあろう。しかし容積率によってパラメーターを変化させるとモデルの特質を
把握する時には煩雑となる。このため、ここではαは一定値とした。





3% 以下となるのは、一人当たりの公園面積が lrt かつ容積率が 20% 以下の場合と、一人当




















1，0% で、 8が 1の場合、対地区公園面積比は 15.0% であるが、利用率を 115 と設定すれば、
対地区公園面積比は約 3% となり、現行の基準値を満たすことになる。
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図 5ー 14 に示すような面積 S の領域があり、この中に総延長A の道路網があった場合、そ
の道路網の交点聞の平均距離は







- 5 と同じとし、これより(1 3) 式は次式となる。
5 π S  7r A =一一・一一=一一 .w 一一一一
2 A 2 A 山
A =Aos/w 、 S=A (=A+osAr) 
・~= 互 .w~αβ . FAR + 10 )A + 10 Ar 
2 αβ .FAR .A 
(1 4) 
S 対象領域の面積、 A: 地区面積、 A: 緑地ネットワークの総延長、 w 緑地幅、
Aos 公園面積、 Ar: 道路面積、 1;: 緑地ネットワークの網間隔、 FAR: 容積率(%)、
α: 床面積あたりの可住人口、。 1人あたりの公園必要面積
A (=A+os 十Ar)
ここでαを 140 、容積率が 10"'1 ，00% での緑地ネットワークの網間隔の変化を見てみる。









10 20 30 40 50 60 70 80 90 1，0 
容積率(明)
図 5-15 容積率と緑地れトワークの網間隔(α=140 、w=3m)










10 20 30 40 50 60 70 80 90 1，0 
容積率(首)
図 5-16 容積率と緑地ネットワサの網間隔(α=140 、s =1) 
これより一人当たりの必要公園面積。が少なくなると緑地ネットワークの網間隔は広くな
り、容積率と緑地幅 w が小さくなると緑地ネットワークの網間隔は狭くなることがわかる。
また例えば、この図 5-16 と都市計画道路の設置基準での住区幹線道路の間隔が 250 m 、
区画道路のそれが 10 m で、あることを照らし合わせると、容積率が 10'"20% 、かつ緑地





































































Aid (p) :財 i における一人あたりの要求面積(h a/人)、 Ci: 1人あたりの年平均消費(k g/
人)、 Pi: 面積当たりの年平均生産量(k g/ ha) 、 i: 消費財
さらに、消費財は 23 項目に及ぶとして、その合計を 1 人あたりの要求面積(h a/人)とする。
Ad(p)= L A/(p) 
地区全体の値は、この 1 人あたりの要求面積と人口との乗数から得られるとしている。
A d = P .Ad(p) (1 6) 
P: 地区人口(人)
なお、この導出の前提には「人間の資源消費は何らかの足跡を残すJ r消費のフローは計
測可能である J r一人あたりの消費や生産には差がなしリ 「一つの土地には一つの用途しか
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既往研究では、現在の土地面積 (A n) に対して EF の原単位から要求される土地面積
(A d) との比 (A d / A n) を求めている。和田によると、日本の場合、約 13 倍の国土面積が
必要になると言う 30) WWF では「環境影響範囲J として国別にその値を公表している 31) 。
これによると地球全体では 197( 昭和 54) 年に環境収支が赤字へと転じ、 19( 平成 1 )年で
約 23 億 ha の赤字であると言う。この赤字については、地球全体ではストックされた化石燃
料を消費することで補填していると解釈されている。
次に、こうした理解から環境収支の改善シナリオについて議論が進む。先の(1 5) (1 6) 式に
即して考えれば、比 (A d / A n) が1 以下となる改善シナリオについて考えることになる。現
在の面積 (A n) は増やせないので、要求面積 (A d) を減少させる必要がある。その場合、
(1 6) 式から「①人口 (P) の減少J と「②一入あたり要求面積(A ヤ))の減少」の 2 つの方法が考
えられる。更に、(1 5) 式から②を「③ 1 人あたりの年平均消費(Ci) の減少J と「④財の生産
量の向上(p i )J に分解することが可能であり、結果的に 3 つのシナリオを示すことができる。
EF を巡る議論のうち、ライフスタイルの改善は③に該当し、ワイツゼッカーら 32) のファ
クター4 によるエネルギーの効率的利用といった対応は④としてよい。





以上のようなジレンマは 1 人あたりの消費(Ci) のみに着目していることに起因している。
従って、途上国では人口を抑制したり、先進国では消費性向の改善を行うなど、先の 3 つの
対応策を複合的に捉えて考えるべきであろう。





























1 人あたりの森林要求面積 Awd(p) : 2 rrU 人
①人口抑制
Aw n:1O rrf 







|ん，": 10 rrf 







C: 15 rri 














P L =αA 1下
Aw γP L = αγ A'FAR 
AA =A /(1 + αγ FAR) 
(1 7) 
A: 地区面積、 A: 宅地面積、 Aw 森林面積、 P L : 可住人口、 ATF :延べ床面積、
FAR: 容積率 (0 ，1ム・ n) 、α: 床面積あたりの可住人口(人 /rrf) 、γ 1人あたりの
森林要求面積(=Aid (p) ; rrf/ 人)
ここで次の 3 時点を考える。なお、各時点とも人口 P L は不変とする。
まず、初期段階として「現状レベル」がある。
Aw n γn'P L
n= γn・α'AnFR n (1 8) 
添字 n 現状レベル
この現状レベルでは、森林面積(Aw n)と人口 (P Ln)から一人あたりに割り当てられる森林面
積(γ n) が求まる。
次に、一人あたりの要求面積をベースにする時点として「要求レベルJ を考える。
d _  d_nn_ d__An_ T:' An Aw U γ ・P L ー γ ・α'AnFAR









AA C P L
n /α・FAR C
Aw C A -AA c 
.γ C =A w C / (α 'A C ・FAR C )
添字 c: 変更後レベル
(20) 






/ Aw n > 1 
となる。
以上を整理すると、 EF に関する多くの議論は比(Aw d / Aw n) を問題としてきたが、容積率
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という土地利用の密度の概念を導入することで、新たな比較対象として(Aw d I Aw c)を得る。
我が国では、おそらく
Aw d > Aw c > Aw n 
となるので、
AwdlAw n > AwdlAw c 
としてよい。
これは容積率を操作対象とすることで、宅地面積の増減と森林面積のそれとが応答関係と
























A=A + AG + Aw 十A th
AG= αsAA 'FAR 
A w γ P L = αγ A'FAR 
A th = E A 
A ， = (1 - s)A 
1+αβ .FAR + αr .FAR 
(2) 












表 5-10 各区域別人口 (P L) 単位:人
全国 | 岐車市
126 ，925 ，843 I 402 ，751 
岐阜県 | 東京都
2，107 ，70 I 1抑制l





理の人口密度の設定例37) を参照し、1/ 40 とする。またモデルを簡潔にするため、 E =0 .2 5 を
与えるものとした38) 。
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| FAR d 
対象地域の現行制度における容積率の指定範囲は、特例を除いて住居系で 40% 、商業系
では 1，00% であった。そこで、容積率は 10% から 1，00% の範囲とした。










計 宅地 農用地 森林・原野 その他
A n Aag n Aw n A th
n 
全国 37 ，275 ，748 1，752 ，34 5，07 ，584 25 ，389 ，645 5，126 ，17 
4.7% 13 .4% 68.1% 13.8% 
岐阜市 19 ，512 4，849 4，01 6，236 4，417 
24.9% 20.6% 32.0% 2.6% 
岐阜県 1，059 ，81 37 ，47 64 ，94 867 ，570 89 ，807 
3.5% 6.1% 81.9% 8.5% 
東京都 218 ，684 64 ，314 9，340 78 ，689 6 ，341 



















宅地 農用地 森林・原野 その他
A/ J4aE d dw d A th
d 
全国 642 ，075 ，531 507 ，703 59 ，65 ，146 421 ，39 ，79 160 ，518 ，83 
0.79% 9.21% 65.30% 25.0% 
岐阜市 2，037 ，383 1，61 189 ，293 1，37 ，13 509 ，346 
0.79% 9.21% 65.30% 25.0% 
岐阜県 10 ，62 ，152 8，431 90 ，619 6，97 ，564 2，65 ，538 
0.79% 9.21% 65.30% 25.0% 
東京都 61 ，028 ，26 48 ，256 5，670 ，127 40 ，052 ，815 15 ，257 ，06 
0.79% 9.21% 65.30% 25.0% 
(単位・ ha 、構成比は面積計に対する割合)
表 5-14 改善率(要求レベル/現状レベル)
Adl A n A/I A n Aa/ I Aag n Awdl Aw n Atl/I A th
n 
全国 16.1 0.2 90 11. 9 16.6 23.5 
岐阜市 97.9 0.3 32 47.2 214 .4 86.5 
岐車県 9.4 0.2 25 15.2 8.1 2.3 







宅地面積(A C)を求める。次に、森林と農用地、その他の面積を求めるが、 γc などのパラメ
ーターが未定であるため、 (2) 式だけでは決定することができない。そこで、モデノレ式が持
構成比
75 目 。向一 。~一- ・ー ー
。山一
。:2一一~---- 1出4， F f ~-J 













つ EF 値と土地利用比とが相似である関係を利用して求めることとした。図 5-20 に岐阜市
の結果を示す。また、各地域の容積率による比(Awd/ wC)の改善度を図 5-21 にまとめた。
γ今γC
40 





一..二 .. ~ュ・ー斗----~.... ~・竺・ー・ - ・ー
岐車県. . . . . ot:.7-; :一一:- ;.7.;-7 容積率
図5-21 容積率の増減による rd/ r" の改善度
これらから各自治体別で EF 改善のシナリオを考えてみよう。岐車県では容積率によって
改善率に変化がないため、宅地の 3/4 と森林の 3% 程度を農用地に振り替え、消費性向を 10
倍程度に改善すれば、岐阜県内で EF が達成可能となる。岐阜市も同様に、容積率による改
善よりも土地利用の変更と消費性向の改善の方が寄与している。
東京都では、容積率が 40% 以上で EF の改善率がほぼ横ばいとなっているため、住宅密
度を中程度に引き上げ、合わせて消費性向の改善を進めて行く方法が妥当と考えられる。






第 5 章 容量制約を取り入れた容積率導出に関するモデルの構築





1 )モデ、ル式の構築を通じて、これまでの EF の改善シナリオに「土地利用密度J が新たな
選択肢となりうる可能性を示した。ただし、極端な高密度化を行っても EF 改善の寄与
率は低いと言った一定の限界も同時に確認した。
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D A X LFAR 
A>O 、FAR> 0 




市街地 FARXA 王子 FARXAA 
白地地域 FARXA 手 FAR> くAA
となる。これに、容量制約が加わる。
FAR*=min (FARi ， FARe) 
A *=min (Ai ， Ae)
FAR ま;最適な容積率
FARi; インフラ iに対して最大容積率
FARe; 環境容量 e に対して最大容積率
Ai; インフラ iに対して最大面積

































































































































































不動産価値は「地域価値 (Place making) J と「物的価値J によって構成され6) 、このうち































































C(A ，) > C(B う
f 負担金等 よエ






例えば米国ポートランド市では既市街地である Brownfield 開発と山林等の Grenfield 開
発とのコスト分析を行っている9) 。幾つかのケースを対象にした結果、何れのケースのコスト










































負担金を課さない場合の供給曲線を斗とすると、供給量は Qp となる。今、負担金 t を課
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第 6 章施策への展望についての考察
すと上方に供給曲線がシフトして S "f となり、新たに E "f が均衡点となる。結局、供給量は Qif










Qif Qp Q(rf) Qif Qp Q(rf) 
図 6-4 需要・供給曲線による負担金の帰着














































































(Revrse Mo 均 ag 巴)等が考えられる。また米国では郊外出庖に撤退後の業態変化にも対応できるような建築形式
で建てるよう求めているのも一種の費用負担とできる。
(2) このリスクは所有権と共に移動するので、リスクは購入者に帰着することになる。





















(8) トリクル・ダウン理論に経済学的な理論的根拠はないという説がある(文献 18) 。
(9) インフラ整備に係わる費用を全て民間開発に求めるのではなく、インフラ維持費という固定経費は固定資産税
等で回収し、インフラの新規整備費をインパクトフィー的に原因者負担で徴収すればよいだろう。

















( 1) 3 つの容積率
第 5 章のスタデ、イの結果から指定容積率と容量制約を満たす容積率に事離があり、課題と
なっていた。この問題を考えていく前に、容積率には①現状のインフラ量を満足するインフ













F'AR dl 日 Ri FAR 時 FAR cJ2
容積率に対応して変化するインフラ量(概念)
ー容積率
ど: -i - 整備
FARreg 
樹責率




例えば指定容積率に対して需要容積率が上回る場合(図 6-7 ・A ; FARdl> FARreg) は、開
発抑制かインフラ整備等が必要となる。需要とインフラ整備量が一致もしくは需要が下回る














括￥ i 開発抑常申制1リj 
ト何B吋←A 一寸刊! 















そこでインフラ量にサービスレベル (LOS : Levl Of Service) の概念を取り入れて、イン
フラ整備レベルを可変とすることを考えてみたい。










たインフラ量を考えていた(図 6-8 ・左)。次にインフラ量(巧)を固定し、 LOS 毎に容積率
とインフラとの関係が存在するとすれば、異なる容積率と対応関係になる(同図・右)。つま












第 5 章のモデルに準じて具体にイメージしていこう。今、地区面積が 280 ，50 rrf 、住宅面
積が 140 ，20 rrf 、一人あたりの空地量 (s) を 1 "'3 rrf/ 人とすると、次表の値を得る。
表 6-2 サービスレベルの適用例
LOS (サー ビスレベル) FA .R:n ode1 指定容積率 対応
A( かなり余裕がある) (s =3) 167% ダウンゾーニングが必要
B (余裕がある) (日 =2) 250% 20% ほぼ現状のまま









. Levl Of Service の設定:
例)住宅地;避難場所 lrf/ 人
↓ 













適応性と順応性があること 23) (例えば渋滞など)や住宅やオフィスの 1 人あたりの占有面積











下'R r f( ENr ， BRr ， GOVr)




下宮rf VRr n X G U  
下'H Jf VRr n X g (ENr ， GOvr) 
















原因者に負担させるような制度があるとよい (2) 。( 門
U
地域管理会社 | 
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ついて詳しく論じなかったが 例えば第 5 章のモデルが示唆するようなインフラ量の指定容
積率が示す値と現状との差からインフラ整備費を求め、これを負担額とすることも考えられ
る。








































































を経済的に支えることになるものであるJ のコメント(1 94 年当時)には、市場経済と都市計画のあり方に対
する米国の都市計画実務者の考えがかいま見られ、興味深い(文献 5) 。
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~~1 辞
本論文を結ぶにあたって、ご指導とご援助を頂いた多くの方々への謝意を表することにし
たい。
本論文の作成にあたり、大阪大学大学院工学研究科ビジネスエンジニアリング専攻の鳴海
邦碩教授には、研究全般にわたり多くのご教示を頂きました。また都市計画だけにとどまら
ない深い見識に触れることができたことは、大きな幸せでした。記して深甚の謝意を表しま
す。
また論文指導に加え、博士課程における研究生活全般にご助言を頂いた同専攻の松村暢彦
准教授には、厚くお礼を申し上げます。
同環境・エネルギー工学専攻の津木昌典教授、加賀有津子准教授には、ゼミをはじめ本論
文のとりまとめの際に幾つものご助言を頂きました。ご指摘の数々は筆者にとって新鮮なも
ので、知的な刺激を受けました。深く感謝いたします。
また少ない回数ではありましたが、同ビジネスエンジニアリング専攻及び環境・エネルギ
ー工学専攻のゼミでは有益な指摘を受けました。また片山桂子事務補佐員には事務手続き等
でお世話になりました。記して感謝いたします。
福井工業大学の森康男教授、大阪大学大学院工学研究科地球総合工学専攻の新田保次教授、
同専攻の飯田克弘准教授の各先生方には、筆者の修士課程において多大な御指導と御鞭捷を
賜りました。深く感謝いたします。
また筆者の学部における卒業研究の指導、大学院への進学に際してのご助言を頂いた岡山
大学大学院環境学研究科の阿部宏史教授には、 l この場を借りてお礼申し上げます。岡山大学
名誉教授の森忠次先生には研究における批判精神を学ばせて頂いたように思います。深く感
謝いたします。
また大阪大学工学部土木工学科都市・交通研究室(当時)、岡山大学工学部土木工学科(当
時)の諸先輩・諸兄からも多くのことを学ばせて頂いた。心より感謝いたします。
企業に在籍しながら 2度にわたって大学院に進学し、学ぶ機会を得られたのは、多くの同
僚や上司の理解なくしてはなし得ませんでした。心よりお礼を申し上げます。
また私事ながら、苦労しながらも高校・大学へと進学させてくれた両親にも感謝をのべて
おきたい。
ここに記しきれないほどの多くの方々の理解によって本論文がなされたことを銘記してお
きます。
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